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NY マーケットレポート（2020 年 7 月 1 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00 分～午前 5 時 30 分まで） 
 

主要な米経済指標の結果 

6 月 ADP 雇用統計 236.9 万人（予想 290.0 万人・前回 -276.0 万人⇒306.5 万人） 

6 月の米 ADP 雇用統計では、市場予想を下回ったものの、前回結果がマイナスからプラスに大幅上方修正

されたことから、雇用の回復が進んでいることが示された。経済活動の再開が進んだことから、レイオ

フされた従業員の再雇用が増加したことが要因となった。ただ、カリフォルニア州やフロリダ州などで

再び感染者数が拡大していることから、来月の統計に対する不安感も出ている。 

 

データを基に SBILM が作成 
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6 月 ISM 製造業景況指数 52.6（予想 49.5・前回 43.1） 

6 月の米 ISM 製造業景況指数は、前月から 9.5 ポイント上昇となり、2019 年 4 月以来 1 年 2 ヵ月ぶりの

高水準となった。さらに、製造業の景気拡大・縮小の判断基準となる 50 を 4 ヵ月ぶりに上回った。仕入

れ価格が 51.3（前月 40.8）、生産が 57.3（33.2）、新規受注が 56.4（31.8）、在庫が 50.5（50.4）、

雇用が 42.1（32.1）といずれも前月から上昇した。6 月は 18 業種中 13 業種が景況拡大を、4 業種が縮小

を報告した。  

 

データを基に SBILM が作成 
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ダウ平均株価は反落、ナスダック、S&P500 は 3 営業日続伸 

米株式市場では、序盤に発表された米経済指標が良好な結果だったことに加え、米医薬品大手が新型コ

ロナウイルスのワクチンの臨床試験で良好な結果を出したと発表したことを受けて、米主要株価指数は

堅調な動きとなった。しかし、米国で新型コロナウイルスの新規感染者数が増加しており、経済活動が

再び停滞するとの懸念もあり、ダウ平均株価は反落となった。ただ、ナスダック、S&P500 は 3 営業日続

伸となった。ダウ平均株価は序盤に一時前日比 206 ドル高まで上昇した。その後はマイナス圏まで下落

する動きとなり、77 ドル安（-0.30％）で終了して 3 営業日ぶりの反落。一方、ハイテク株中心のナスダ

ックは 95 ポイント高（+0.95％）で終了した。 

 

データを基に SBILM が作成 
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ドルは主要通貨に対して上値重い 

NY 市場では、欧州市場の流れを引き継ぎ、ドル円・クロス円は軟調な動きとなった。ドル/円は、序盤に

この日の安値となる 107.36 まで下落。その後発表された ADP 雇用統計が市場予想を下回ったものの、前

回結果がプラスに大幅上方修正されたこともあり、底固い動きとなった。さらに、米医薬品大手がドイ

ツ企業と開発した新型コロナウイルスのワクチン臨床試験で良好な結果が得られたと発表したことが好

感され、主要株価指数が上昇するなど、投資家のリスク選好の動きが強まり、ドル円・クロス円は堅調

な動きとなった。ただ、安全通貨の需要が後退したことから、ドルはユーロやポンドなどの欧州通貨や

資源国通貨に対して下落したことから、対円でも上値の重い動きが続いた。 

 

出所：総合分析チャート 
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